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■ 要旨

　紙は 2000 年前に発明されてから文明の媒体として普及してきた。 そして、 産業革命の時代を経て、 大量生産

の技術が開発され、 現在へとつながっている。

　日本では、 7 世紀に伝わり手漉き和紙として発展するが、 一方では明治時代と共に西欧流の機械力による大

量生産方式の技術が導入され、 製紙産業が生まれ変わった。 しかし、 第 2 次世界大戦により壊滅状態となる。

その中から、 いち早く世界第 2 位の生産国にまで復興した。 近年の中国の大躍進により 3 位となっているが、

依然として世界の中で重要な紙の生産国である。

　紙は、 毎日眼にするためその変化に気づかないが、 50 年前のものと比較すると原料や品質が大きく変わって

おり、また、生産設備も飛躍的に高性能化・高効率化している。 この報告では、この戦後の技術開発を対象とする。

　1950 ‐ 60 年代は、 国内材を原料とし、 原木の集荷の容易な場所に日産 100 ‐ 200 トンの工場が全国に分散 ・

存在していた。 紙の需要が増してくると、 原料不足に見舞われた。 また輸入関税が徐々に廃止され、 国際競争

が課題となってきた。 その過程で、 決定的に産業の形態に影響を与えたのは海外からの専用船によるチップ輸

入であった。 これは日本の独自開発技術であるが、 これにより国内原料に縛られずに、 大型の設備を持ち、 パ

ルプから紙までを一貫して生産する工場が可能となった。 その結果、 生産量も日産 3000 トンになる世界レベル

での大型工場が生まれてきた。

　さらに、 日本は狭い国土で、 1 億人が世界トップレベルで紙を使用している （一人当たり紙消費 ： 240kg/ 年）。

この大量の古紙が身近で入手できることが利点となる。 1980 年以降、 新聞古紙を新聞用紙の製造に利用するこ

とを可能にし、 新たな競争力を生み出した。 現在、 新聞用紙の古紙パルプの使用率は 70％に達する。 この独

自の形態 （チップ輸入と古紙利用） を生み出したことが世界に伍して製紙大国であり続けることを可能にした。

　この原料の開発とともに日本の製紙産業を支えたものに生産技術がある。 生産技術とは、 生産性の高い設備を

（設備の生産性）、 効率よく操業し （操業効率）、 信頼性のある製品を競争力のある価格 （コスト・パフォーマンス）

で市場に供給することであろう。 まず、 生産性の向上について考察する。 1960 年以降は米･欧で開発された設

備が日本の代表的な設備メーカーの手により日本に導入されることとなる。 日本の製紙産業は、 それらの設備を

世界に率先して導入して、 そのつど設備を大型化し、 生産性を改善してきた。 例えば、 1950 年代の抄紙機は

幅 3.5m で抄速 300m/ 分程度が標準であったが、 2000 年では 10m 幅で 1800m/ 分が稼動している。 そこには、

新設備の可能性を評価し、 実用化する能力と、 それに投資するリスクをとる意思があったといえる。 また、 その

過程で、 単なる設備の購入者でなく、 製造上の必要な改良・開発を、 関連する産業と一緒になって追求してきた。

そして、 日本で積み上げられたノウハウが世界に広がっていたものも数多くある。 そこには、 技術開発を通して

関連する業界との間に深い信頼が存在している。

　実は、 その設備を効率よく操業しているところに日本の技術の特徴がある。 日本では抄紙機の総効率 90% 以

上が普通であるが、 海外ではまずありえない数値である。 これは、 単に抄紙機のみでなく、 工場全体が適切に

管理運営されてはじめて可能で、 長年を通してつくりあげられた工場の文化とでも言うべきものがそれを支えてい

る。 そして、 この工場文化は、 技術交流や海外投資により少しずつ海外に広まっている。

　もう一つの特徴は、製品の信頼性である。これには、日本の新聞社の品質要求の厳しさが大きく作用しているが、

ユーザーニーズをできる限り満足させる姿勢が日本独自の信頼性の高い製品を生み出し、 国際商品である新聞

用紙がほとんど輸入されない状況になっている。

　このように独自の形態を作り上げてきた日本の製紙産業は、新しい局面に立たされている。 紙（新聞用紙を含め）

は GDP と共に需要が増加し、 製紙産業はそれを足場に国内市場の確保を目標にしてきた。 しかし、 今後は、

今までのような国内市場の伸びが期待できないことから、 国際的な展開が求められる。 それには、 世界的に見る

と特殊な日本のユーザーの要求を満たしながら、 国際的に価格競争できる製品を開発する技術力が求められる。
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■ Abstract
　Paper and the process of making it were invented 2,000 years ago. Since then, paper has been used worldwide 

as a carrier of information for civilization. The process of making paper was modified to that of mass production in 

the industrial revolution and was developed to recent modern papermaking. 

　The original papermaking method arrived in Japan in the 7th century and evolved as the hand-made washi 

industry until the Meiji era. Then, the mass-production process was introduced from abroad, and a new kind of 

paper industry started in Japan. That industry was completely ruined in World War II. The paper industry, 

however, quickly recovered and became the second largest producer in the world within a short time. Though the 

recent big expansion in China forced Japan to the third largest producer, Japan is still an important player in the 

world. 

　As we see paper everyday, we do not notice that its quality is quite different from that of fifty years ago. The 

process of making paper also advanced significantly resulting in increased productivity and efficiency of 

production. The technological development of manufacturing paper in the last fifty years is the subject of this 

paper.

　In the 1950s and 1960s, paper mills in Japan were located in areas where wood resources were available, and 

their capacities were 100 to 200 tons per day. Then, increasing demand for paper caused a wood shortage, and 

the newsprint market became open to imports as tax barriers were gradually reduced. The Japanese paper 

industry had to compete with technological efforts. One important technological development in the industry, 

which started in 1964, was to import wood chips from abroad by chip carriers. The industry became free from the 

limit of domestic wood supply and could build large integrated pulp and paper mills near ports, which could harbor 

large ships. Now, several mills are producing more than 3,000 tons of paper per day, which is the largest 

production capacity in the world.

　The population of Japan is about 127 million people. They live on small islands and consume 240 kg of paper per 

capita in a year. This means that a large amount of waste paper is available. The technology of recycling old 

newsprint to newsprint production has been developed since the 1980s. Now, up to 70% of the total pulp of 

Japanese newsprint is recycled fiber. This unique use of the resources, imported chips and recycled fiber, enables 

Japan to remain one of the biggest paper producers in the world. 

　Along with the resource development, technological efforts in production in the paper industry have also helped 

Japan to be competitive internationally. The technological capability of production is defined as having equipment 

of high productivity, operating it with high efficiency, and producing products with high reliability and good cost 

performance. 

　In the 1960s, Japanese equipment makers became licensees of the leading foreign equipment suppliers and 

introduced the newest technologies to the Japanese paper industry. Japanese paper companies were open and 

quick to invest in those technologies and improve their productivity. For example, ordinary paper machines in the 

1950s were 3.5 m wide and ran at the speed of 300 m/min. In 2000, the widths were 10 m and the running speeds 

were 1,800 m/min. That demonstrates that Japanese paper companies were able to understand the benefit and 

risk of investing in new technologies. They also worked together with suppliers, modified the equipment, and 

accumulated know-how about the equipment, some of which were transferred worldwide. There has been a 

trustful relationship between paper companies and equipment suppliers in Japan. 

　One of the characteristics of the Japanese technology is to operate equipment with a high efficiency. Operating 

efficiencies of paper machines in Japan have been more than 90%, and that figure is very rare in other countries. 

This efficiency is dependent on efficient paper machine operation as well as on the fact that mills are properly 

managed from material supply to product delivery. That is like culture nurtured in the mill, which is gradually 

transferred abroad by technological exchange and overseas investment.

　The other characteristic is the reliability of the product. Though strict quality demands made by Japanese news 

printers have been enforced, the industry has been eager to satisfy customers as much as possible. This attitude 

results in a product of high reliability, so few newsprint supplies are imported.

　The unique development of the Japanese paper industry faces a new circumstance. Historically, the domestic 

market was expanding along with the GDP. The industry wanted to control the market by itself, and that 

happened. As the domestic market became saturated, a need to compete in the world market arose. 

Technological expertise, which makes products competitive internationally, is needed. At the same time, there is 

a need to satisfy Japanese customers who demand quality.
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2 Historical Development on Digital Still Cameras

デジタル・スチルカメラの技術発展の系統化調査

大川　元一
Motokazu Ohkawa

■ 要旨

　画像は、 人間だけが情報伝達手段として駆使できる文化である。 人類はまだ文明を持たなかった太古の時代

から、 画像によって情報を交換し、 伝達し、 記録するという文化を有していた。

　カメラは情報としての画像を手軽に、 かつ正確に記録するための手段として産まれ、 発展してきた。

　レンズやピンホールで光学的に結像させて手書きで像をなぞって記録するカメラオブスキュラをカメラの原点とす

るが、 1839 年に発表された最初のカメラであるダゲレオタイプ （Daguerreotype） から 2000 年の初期に到るまで、

カメラは光化学反応を利用した画像記録機器として技術発展を遂げた。

　一方では 1981 年に二次元光電変換素子 （イメージセンサ） を用いて画像を電気信号に変換し、 専用のフロッ

ピディスクに記録する電子カメラ （フロッピカメラ） が発表された。 これは、 従来の化学反応を用いた画像記録か

ら電子的な画像記録という新方式を採用した最初のカメラであった。 しかし、 すでに市場に出ていたビデオカメラ

の技術を転用して、 その一画面を静止画像として記録してテレビ画面で見るための機器であり、 記録画質は従

来のカメラ （銀塩カメラ） に及ばず、 特記すべき特徴を持つものでもなかった。

　同時期に、 記録画質の向上を目的として画像信号をデジタル化して記録する試みが東芝から発表された。

　これは、 それまでの電子カメラがアナログ記録であったのに対してデジタル記録を採用したために記録再生時に

おけるドロップアウトなどによる画質劣化は防止することができたが、 記録媒体は磁気テープであり、 画像信号の

圧縮方式も未熟であったため記録再生に時間がかかった。 更に画質はテレビ再生用の画質であったため、 実用

にはならなかった。

　1980 年代後期には、 大容量の不揮発性半導体メモリであるフラッシュメモリ （Flash memory） が開発され、 画

像をデジタル信号として電子的に半導体メモリに記録するデジタル ・ スチルカメラ （DSC） が発表されたが、 画

像信号の圧縮効率が低く、 価格が 100 万円以上と非常に高価な上に、 画像はそれまでと同様にテレビ画面での

再生を目的としたものでプリントして記録する用途には不十分であったため、 銀塩カメラの代替となるような機器で

はなかった。

　1992 年には画像信号の圧縮方式として高効率で高性能な JPEG が世界標準として制定され、 それを用いた

DSC 用の統一規格が日本から提案された。 同時にメモリやイメージセンサの価格も低下し、 1995 年にカシオから

QV-10 が 65,000 円で、その翌年には QV-10A が 49,800 円で発売され、民生用 DSC 市場を拓くきっかけとなった。

　1990 年代中期は、 パーソナルコンピュータ （PC） が急速に普及し始め、 それに伴ってインターネットによる画

像コミュニケーションの頻度も増大した時期でもあったと同時に、 テレビや DVD など家庭電子機器のデジタル化

が進み、 デジタル情報化時代に入った時期でもあった。

　DSC は単に従来の銀塩カメラの画像記録方式を電子記録に変えたという事実に留まらず、 PC、 インターネット、

プリンタなどのデジタル環境における画像取り込み端末としての地位を確立した。 また画像処理において PC を対

象とすることで画像のサイズの制限が無くなり、 画質が著しく向上したこともあって、 急速に銀塩カメラにとって替り、

2000 年には生産額で、 2002 年には生産台数で銀塩カメラを追い抜き、 現在は年間 1 兆円を超える産業となっ

ている。 更に、 DSC の技術やフォーマットなどは携帯電話にも転用され、 画像通信機器として新しい分野を拓

いた。

　新しい画像情報機器である DSC が日本で生まれ、 日本で成長して世界を制覇していることは特記すべき事実

である。 この背景には、 日本が培ってきたカメラ技術に加えて、 世界市場をリードしてきた日本の電子機器メー

カが市場に参入したことで、 DSC という新らしい機器の技術開発において日本が先導できたこと、 および日本主

導で統一規格を制定し、 消費者に対して規格不統一に起因する不要な買い控えを払拭できたことで、 各メーカ

が規格内での技術競争に注力できたことなどが挙げられる。
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■ Abstract
　Imaging is the culture which only human beings can make use of freely.  Our ancestors had possessed the 

culture to exchange, communicate, and record information by means of images since primeval age when they had 

no civilization at all. 

　The camera was invented, and has evolved as a tool to record images easily and accurately.

　The origin of the camera goes back to Camera Obscura which was a tool to draw a picture, tracing an image 

which focused on a screen in a dark box through a pin hole or a lens. Cameras had been developed as tools to 

record images by means of an opto-chemical reaction since Daguerreotype, the first camera, was announced in 

1826 until early 2000s.

　On the other hand, in 1981, an electronic camera also known as the "Floppy Camera", which converts the 

captured images to electronic signals by an image sensor and records it on an exclusive floppy disc, was 

developed.  This Floppy Camera was the first camera which adapted electronic still pictures recording apart from 

conventional silver halide cameras.  

　However, the Floppy Camera, which appropriated the technologies employed in existed Video Cam Coders to 

view images on a TV screen, didn't have  enough image quality to replace the silver camera market.

　At almost the same time, Toshiba announced a prototype to record images digitally for the sake of improved 

image quality.  It indeed made improved image quality possible by means of digital signal processing instead of 

traditional analog ones, preventing dropout occurring in the recording and reproduction stages.  However, it was 

of no practical use because of the recording media, which was an audio cassette tape, and poor image 

compression technology.  It took long reproduction time with poor image quality which was provided just for 

image playback on a TV screen.    

　In late 1980s, Flash Memory, which is a non-volatile semiconductor mass storage, was developed and a digital 

still camera (DSC) which records image signals in the semiconductor memory was announced.  But it could not 

replace the silver halide cameras because of poor image compression efficiency, high expense over 1 million yen, 

and poor image quality which was not enough for printed images just enough for viewing on a TV screen.

　JPEG, a image compression technology with high efficiency and high performance, was published as an 

international standard in 1992, and a standard for consumer DSCs which adopted the JPEG was proposed from 

Japan.  At the same time, the price of memories had decreased, then QV-10 which was launched in 1995 with a 

sales price of 65,000 yen and QV-10A launched in the next year with 19,800yen triggered the expansion of the 

consumer DSC market.  

　The middle of 1990s was a period in which personal computers showed rapid expansion and then frequency to 

exchange images between computers through internet increased.  It was also a period in which digital electronic 

appliances such as DTV's and DVD's started spreading into the Digital Information Ages.  

　The DSC is a device which not only makes good use of merit of digitalization, but also a device which 

established a status as a picture capturing peripheral in a digital environment surrounded by PC's, the internet 

and printers.  As the restriction of image size had been removed on a PC screen, and reproduced image quality 

has remarkably improved, now the annual total DSC market exceeds 1 trillion yen, catching up with silver halide 

cameras in 2000 at an amount, and in 2002 at total production.  Technologies and format developed for DSC's 

have been transferred into mobile phones opening up a new market field of image communication devices. 

　It should be noted as the back ground of the fact that the DSC matured in Japan and conquered the world 

market, that the technologies required for DSCs had been fostered in Japan. Japan was able to maintain the 

leadership of this market by Japanese electronics manufacturers who had been leading the world market place and 

who entered into the DSC market.  In addition to this, it can be mentioned that Japanese industries played a 

leading role in unifying DSC standards to avoid unnecessary confusion among DSC users, which accelerated the 

fair competition of DSC manufacturers to concentrate on the improvement of technology.
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3 Development of Soy sauce Manufacturing Technologies

醤油製造技術の系統化調査
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小栗　朋之
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■ 要旨

　「醤」 の文字が初めて現れたのは、 今からおよそ 3000 年前の周王朝 （BC800 前後） の記録 「周礼」 であり、

6 世紀初頭の 「斉民要術」 には醤油のルーツと云われる 「醤」 と 「豉」 の製法がみられる。

　これらの製法は飛鳥時代に日本に伝わり、 「日本の醤」 として育ち、 「醤」 は平安時代の後半には、 塩、 酢、

酒と共に調味料の一つとして大きな地位を占めるようになっている。 その後 「醤」 は更に発展を続け、 安土桃山

時代の 1597 年には 「易林本節用集」 と云う本に、 「醤油 （シヤウユ）」 として始めて出現する。 現在の醤油の

基本的な製造法は、 各種の書物によれば 18C 後半には確立されていたと考えられる。

　醤油が生業として営まれたのは室町時代の末 1530 年代からで、西では湯浅、堺、龍野、小豆島、東では銚子、

野田等利根川、 江戸川の流域で発達し、 文政年間 （1819 ～ 29） には関東地廻り醤油が、 関西下り醤油を凌

駕して江戸市場を席巻するようになっている。

　明治、 大正、 昭和初頭までの近代の醤油製造は、 明治中期までは江戸時代の延長であったが、 それ以降は

醤油業にも科学的な思考が芽ばえ、 試験場が各地に設立され科学的な管理が始まり、 種麹や酵母の製造 ・ 配

布等がおこなわれるようになる。 一方、 設備も圧搾をさきがけとして原料処理、 製麹、 仕込、 製成・火入、 詰、

輸送と全ての工程で近代化が進み始めた。 大正から昭和の初期にかけて、 家業は組織化されて会社となり、 当

時としては驚異的な近代化された工場が各地に建設される。 しかしながら、 工場の設立は 1920 （大正 9） 年以

降生産過剰をもたらし、 過当競争時代を迎えることとなる。

　1937 （昭和 12） 年 7 月の盧溝橋事件を契機として日華事変が起こり、 太平洋戦争をはさんだ苦難の時代を迎

える。 戦時体制に入る前年の 1940（昭和 15）年に、政府は物価統制の一環として醤油に始めて「規格」をもうけ、

販売価格も指定した。 その規格の推移は、 苦難の時代をよく物語っている。

　終戦後の 1948 （昭和 23） 年、 GHQ 放出の脱脂ミールを巡って業界の危機を迎えるが、 半化学、 半醸造の

新しい製造技術 「新式 2 号法」 が発明、 公開されその危機は救われた。

　1955 （昭和 30） 年になると画期的な 「NK 式蛋白質処理法」 が開発 ・ 公開され、 本来の醸造法による醤油の

製造が主流として復活することとなる。 これより醤油産業の技術革新時代が幕開けとなり、 醤油製造の全工程に

亘り設備が刷新され装置化が進んでいった。

　醤油の輸出は、 オランダ東インド会社が 1647 年に長崎の出島より台湾商館へ搬送したのが最初と云われ、 ヨー

ロッパへはオランダへ 1737 年に初出荷されている。 しかしながら、 醤油はヨーロッパへはもっと早くに紹介され、

フランスのルイ 14 世が宮廷料理の隠し味として使ったという話があるように、 貴重な調味料として珍重されていた

ようである。太平洋戦争で輸出は一旦中止されるが、戦後は1949（昭和24）年にアメリカに向けて始めて再開され、

以後順調に世界各国に広がっていった。

　一方、 醤油が海外で本格的に生産されたのは、 1906 （明治 39） 年に日本醤油株式会社が建設した朝鮮の

仁川工場が最初である。 その後、 国策等により中国、 東南アジアの各地にも工場が建てられたが敗戦と共に全

て接収されてしまう。 太平洋戦争以後はアメリカを中心として現地の人々に醤油が普及し、 1972 （昭和 47） 年

にはアメリカのキッコーマン工場が誕生している。

　日本の市場は、 食生活の欧米化と生活様式の多様化、 高齢化と少子化等により醤油の消費量は逐年減少し

ているが、 海外では需要の増大と業界各社の工場建設により現在では海外生産量は年間 20 万 kl 以上と急激に

伸長し、 国内生産の四分の一に近づいてきている。 今や醤油は、 世界の調味料として日本の食文化を伝えると

共に、 世界の食文化との融合を果たしつつあると云える。 本稿では、 このように国際食品として育ってきた本醸

造のこいくち醤油、 うすくち醤油を中心として、 醤油が発達してきたあゆみと、 醤油産業が微生物工業として装

置化されて来た過程、 更には醤油がグローバルビジネスとして発展している姿を振り返ってみることとした。



■ Abstract
　We can find the word "Shou" in the book "Shurai" written about 3,000 years ago (800BC、 in the Shu Dynasty). 

Furthermore, the manufacturing method of "Shou" and "Shi" which is called the origin of soy sauce is described 

in the book "Seimin- youjutsu" published around the beginning of the sixth century AD.  These methods were 

transferred to Japan from China in the Asuka period, and from them the Japanese condiment called "Hishio" was 

developed at the end of the Heian period.  Consequently, this condiment became as popular as salt, vinegar and 

sake.  Japanese hishio continued to develop after that and appeared as the Kanji "Shauyu" in the book "Ekirinbon 

Setuyoshu" in 1597 in the Azuchi-Momoyama period.　According to many old books, the basic manufacturing 

method of shoyu (soy sauce) had been established by the end of the 18th century. Soy sauce manufacturing was 

carried out in family-run businesses from about 1530 in the Muromachi period and was developed in the west 

areas of Yuasa, Sakai, Tatsuno and Shodoshima,and in the east areas of Choshi and Noda near the Edo and Tone 

rivers.  In the period from1819 to 1829, the shoyu known as "Kantojimawari" soy sauce overtook the 

"Kansaikudari" soy sauce to dominate the Edo market.　

　Though the manufacturing method of soy sauce in the Meiji and Taisho periods and at the beginning of the 

Showa period was the same as that used in the Edo era, scientific theories and processes were introduced in many 

fields, even in the shoyu industry, and the construction of shoyu laboratories began in various districts.  

These laboratories began to introduce scientific controls and also to distribute cultured yeast and lactic acid 

bacteria.  Additionally, modernization of production facilities started, first in the pressing area and then in the 

other processes of raw material cooking, koji making, shikomi, refining, and so on.　Towards the end of the Taisho 

period and the beginning of the Showa period, many family businesses began to systematize their production and 

they constructed modernized factories in various regions.  However, so many of these factories were constructed 

that overproduction and competition resulted.

　The crisis in relations between Japan and China started when the Rokokyo incident occurred in July 1937.　

Subsequently, the shoyu industry went through a very tough period during the Second World War.  The 

government introduced standards for shoyu ingredients and set the sales price as a means of price control for the 

first time in 1940, just before the war. The change in those standards reflects the history of that difficult period 

very well.  The crisis in the shoyu industry was saved by a new production method called "shinsiki-2go" which 

used chemical and fermentation technology.  The shoyu industry still went through a difficult period though, after 

defatted soy beans supplied by the General Headquarters (GHQ) were distributed in 1948 after the war. 

　In 1955, the epoch-making soybean cooking method known as "NKshiki -tanpakushitsushoriho" was developed 

and disclosed therefore, the original naturally brewed production method once again became the standard 

process.  This was the period when technology innovations began in the shoyu industry and the equipment was 

renewed for the entire production process. 

　Exports of shoyu are said to have taken place for the first time in 1647 from Dejima,Nagasaki. They were sent 

by the Dutch East India Company of the Netherlands to a firm in Formosa, present-day Taiwan.  The first cargo 

for the Netherlands was shipped in 1737.  However, soy sauce had been introduced in Europe prior to that, and 

was most likely a very valuable seasoning.  In fact, legend has it that Louis XIV,King of France used soy sauce as 

a secret taste in the royal cooking. Despite having been interrupted by WWII, soy sauce exports to the U.S.A 

resumed in 1949 and proceeded smoothly there and to all parts of the world. 

　The production of soy sauce in a foreign country took place for the first time in Korea in 1906 at the Jinsen 

factory, which was built by a Japanese shoyu company. After that, several factories began to make soy sauce in 

China and Southeast Asia in line with national policy, but those factories were taken over with Japan's defeat in 

the war.  The use of soy sauce prevailed in the American market mainly after the Second World War, and a 

Kikkoman factory was eventually established in the U.S.A in 1972. The consumption of soy sauce in the Japanese 

market has been decreasing year by year, due to the westernization of the Japanese diet, diversification of 

lifestyles, and a society with a graying population due to the lower birth rate.  On the other hand, the production 

volume of soy sauce in foreign areas is rapidly approaching 200,000kl per year, about one fourth the amount of 

domestic production, because of the increase in consumption and the construction of factories in foreign 

countries.  Through soy sauce, Japanese food culture is being transmitted to foreign countries and soy sauce is 

also forming a fusion with the native food culture in those countries..  I tried to look back in this paper regarding 

"Koikuchi shoyu" and "Usukuchi shoyu" on the forward progression of soy sauce that has developed from old 

times,the process of soy sauce manufacturing that has been modernized and molded into a brewing industry and 

the recognition of soy sauce that has expanded into a global business.
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